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わ
が
国
経
済
は
二
〇
〇
八
年
九
月
の
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
急
速
な
景
気
悪
化
に

陥
っ
た
が
、
二
〇
〇
九
年
春
頃
に
は
景
気
は

持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
、
そ
の
後
も
持

ち
直
し
傾
向
は
続
い
て
い
る
が
、
輸
出
と
経

済
対
策
に
牽
引
さ
れ
た
も
の
で
、
回
復
過
程

と
し
て
自
律
性
に
乏
し
く
、
失
業
率
が
高
水

準
に
あ
る
な
ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に

あ
る
。
雇
用
失
業
情
勢
も
二
〇
〇
八
年
冬
か

ら
二
〇
〇
九
年
央
に
か
け
て
急
激
に
悪
化
し
、

完
全
失
業
率
が
七
月
五
・
六
％
と
過
去
最
高
、

有
効
求
人
倍
率
が
八
月
〇
・
四
二
倍
と
過
去

最
低
を
記
録
し
た
。

　

景
気
が
持
ち
直
す
中
で
、
雇
用
失
業
情
勢

に
も
持
ち
直
し
の
動
き
は
み
ら
れ
る
が
、
二

〇
一
〇
年
一
月
で
完
全
失
業
率
は
四
・
九
％

と
高
水
準
、
有
効
求
人
倍
率
も
〇
・
四
六
倍

と
低
水
準
で
あ
り
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状

況
に
あ
る
（
図
表
１
）。

　

な
お
、
二
〇
〇
九
年
平
均
で
は
、
就
業
者

数
一
〇
三
万
人
減
少
、
雇
用
者
数
六
四
万
人

減
少
と
過
去
最
大
の
減
少
幅
と
な
り
、
完
全

失
業
者
は
三
三
六
万
人
と
過
去
最
大
の
増
加

（
七
一
万
人
増
）
と
な
り
、
特
に
非
自
発
的

離
職
失
業
者
は
五
七
万
人
増
と
比
較
可
能
な

一
九
八
五
年
以
降
最
大
の
増
加
幅
と
な
っ
た
。

完
全
失
業
率
も
一
・
一
％
ポ
イ
ン
ト
と
過
去

最
大
の
上
昇
幅
と
な
り
、
五
・
一
％
と
六
年

ぶ
り
の
五
％
台
と
な
っ
た
。
年
齢
別
に
は
一

五―

二
四
歳
で
九
・
一
％
（
前
半
差
一
・
九
％

ポ
イ
ン
ト
）
と
大
き
く
上
昇
し
た
ほ
か
、
各

年
齢
階
級
で
上
昇
し
た
。
有
効
求
人
倍
率
は
、

前
年
差
〇
・
四
一
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
、
〇
・

四
七
倍
と
過
去
最
低
と
な
っ
た
。
賃
金
も
労

働
時
間
も
大
幅
減
少
を
記
録
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
今
回
の
景
気
後
退
局
面
（
二

〇
〇
七
年
一
〇
月
を
景
気
の
山
）
以
降
の
雇

用
失
業
情
勢
に
つ
い
て
、
そ
の
特
徴
等
を
概

観
す
る
。

　

ま
ず
、
今
回
、
経
済
収
縮
の
イ
ン
パ
ク
ト

が
非
常
に
大
き
か
っ
た
こ
と
を
反
映
し
、
雇

用
失
業
情
勢
は
急
激
な
悪
化
が
み
ら
れ
た
こ

と
が
指
摘
で
き
る
。
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
輸
出
や

設
備
投
資
の
減
少
等
か
ら
二
〇
〇
八
年
四―

六
月
か
ら
４
四
半
期
連
続
減
少
（
特
に
二
〇

〇
八
年
一
〇―

一
二
月
、
二
〇
〇
九
年
一―

三
月
前
期
比
年
率
二
桁
減
少
）
し
、
な
お
、

暦
年
で
は
、
二
〇
〇
八
年
、
二
〇
〇
九
年
と

二
年
連
続
減
少
、
特
に
二
〇
〇
九
年
は
五
・

二
％
と
過
去
最
大
の
減
少
幅
と
な
っ
た
（
図

表
２
）。
企
業
の
雇
用
過
剰
感
や
雇
用
調
整

実
施
事
業
所
割
合
も
製
造
業
を
中
心
に
大
き

く
上
昇
し
、
過
去
の
ピ
ー
ク
に
匹
敵
す
る
高

水
準
を
記
録
し
た
（
図
表
３
、
図
表
４
）。

生
産
指
数
と
求
人
、
所
定
外
労
働
時
間
、
雇

用
者
数
の
推
移
を
み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
末

に
生
産
が
急
激
に
落
ち
込
み
、
所
定
外
労
働

時
間
も
同
じ
く
急
激
に
減
少
し
て
い
る
。
新

規
求
人
は
、
生
産
に
先
行
し

て
減
少
に
転
じ
て
い
た
が
、

大
き
く
落
ち
込
ん
だ
。
こ
う

し
た
中
で
雇
用
者
も
や
や
遅

れ
て
二
〇
〇
九
年
央
に
か
け

大
き
く
減
少
し
た（
図
表
５
）。

二
〇
〇
九
年
春
頃
か
ら
Ｇ
Ｄ

Ｐ
も
輸
出
や
ま
た
政
策
効
果

等
も
あ
り
個
人
消
費
の
増
加

等
に
よ
り
増
加
に
転
じ
て
お

り
、
生
産
も
持
ち
直
し
て
い

る
。
所
定
外
労
働
時
間
も
生

産
の
持
ち
直
し
か
ら
増
加
の

動
き
と
な
っ
て
い
る
が
、
し

か
し
、
二
〇
一
〇
年
一
月
時

点
で
も
、
ま
だ
水
準
は
低
い
。

雇
用
過
剰
感
、
雇
用
調
整
実

施
事
業
所
割
合
も
低
下
が
み

ら
れ
る
も
の
の
、
依
然
水
準

が
高
く
、
雇
用
者
、
新
規
求

人
は
下
げ
止
ま
り
な
ど
、
持

ち
直
し
の
動
き
は
あ
る
も
の

の
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状

況
で
あ
る
。

　

ま
た
、
今
回
、
非
正
規
労

働
者
の
割
合
が
高
ま
っ
て
き

た
中
で
の
景
気
後
退
と
い
う

こ
と
が
大
き
な
特
徴
と
い
え

る
。
非
正
規
労
働
者
数
は
一
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図表１　完全失業率、求人倍率の推移（季節調整値）

雇
用
失
業
構
造
の
実
証
的
分
析

資料出所：総務省統計局「労働力調査」厚生労働省「職業安定業務統計」
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九
八
〇
年
代
後
半
以
降
一
九
九
四
年
を
除
き

景
気
後
退
期
も
含
め
二
〇
〇
八
年
ま
で
増
加

傾
向
で
推
移
し
た
。
こ
の
間
、
一
九
八
〇
年

代
後
半
か
ら
一
九
九
〇
年
代
は
パ
ー
ト
・
ア

ル
バ
イ
ト
の
増
加
が
大
き
か
っ
た
が
、
二
〇

〇
〇
年
代
は
派
遣
労
働
者
や
契
約
社
員
・
嘱

託
・
そ
の
他
の
増
加
も
目
立
つ
。
こ
の
結
果
、

役
員
を
除
く
雇
用
者
に
占
め
る
割
合
も
一
九

八
四
年
（
二
月
）
の
一
五
・
三
％
か
ら
二
〇

〇
八
年
（
年
平
均
）
で
三
四
・
一
％
と
高
ま

り
、
三
人
に
一
人
は
非
正
規
労
働
者
で
あ
る

（
内
訳
は
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
が
二
二
・

三
％
、
契
約
社
員
・
嘱
託
が
六
・
二
％
、
そ

の
他
が
二
・
九
％
で
派
遣
労
働
者
は
二
・
七
％

と
少
な
い
）。
こ
の
間
、
男
性
で
も
非
正
規

労
働
者
割
合
は
一
九
八
四
年
の
七
・
七
％
か

ら
二
〇
〇
八
年
一
九
・
二
％
と
五
人
に
一
人
、

女
性
は
同
じ
く
二
九
・
〇
％
か
ら
五
三
・
六
％

と
過
半
数
が
非
正
規
労
働

者
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

正
社
員
は
一
九
九
七
年
以

降
二
〇
〇
五
年
ま
で
減
少

が
み
ら
れ
た
（「
労
働
力

調
査
特
別
調
査
」「
労
働
力
調
査
（
詳
細
集

計
）」）。
非
正
規
労
働
者
の
増
加
は
、
経
済

成
長
の
鈍
化
、
国
際
競
争
、
企
業
間
競
争
の

激
化
、
産
業
構
造
の
変
化
、
生
産
・
サ
ー
ビ

ス
の
柔
軟
な
供
給
体
制
を
図
る
企
業
の
経
営

戦
略
、
女
性
や
高
齢
者
等
労
働
力
供
給
構
造

の
変
化
や
勤
労
者
意
識
の
変
化
等
が
様
々
な

要
因
が
背
景
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

こ
う
し
た
中
で
今
回
の
雇
用
調
整
の
手
段

を
み
る
と
、
非
正
規
労
働
者
、
特
に
派
遣
労

働
者
を
対
象
と
す
る
調
整
が
目
立
つ
。
ま
た
、

今
回
の
特
徴
と
し
て
、
大
幅
な
賃
金
調
整
、

労
働
時
間
調
整
が
み
ら
れ
た
こ
と
が
あ
げ
ら

れ
る
。「
労
働
経
済
動
向
調
査
」
で
過
去
の

景
気
後
退
期
の
雇
用
調
整
実
施
事
業
所
割
合

が
ピ
ー
ク
時
の
状
況
と
比
較
す
る
と
、「
残
業

規
制
」が
多
く
、「
一
時
休
業
」、「
休
日
の
振
替
、

夏
季
休
暇
等
の
休
日
・
休
暇
の
増
加
」
も
過

去
と
比
べ
て
多
い
。
ま
た
「
操
業
時
間
・
日

数
の
短
縮
」も
多
い
。
こ
の
他
、「
配
置
転
換
」

も
多
く
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
背
景
に
は
、

企
業
が
雇
用
維
持
に
努
め
る
と
と
も
に
、
政

府
が
雇
用
調
整
助
成
金
の
拡
充
等
雇
用
（
維

持
）
対
策
を
強
化
し
た
こ
と
が
反
映
し
て
い

る
と
み
ら
れ
る
。他
方
、「
中
途
採
用
の
削
減
・

停
止
」
も
バ
ブ
ル
崩
壊
期
以
来
の
水
準
で
あ

り
、「
派
遣
労
働
者
の
削
減
」
や
「
臨
時
・
季

節
・
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
再
契
約
停
止
・
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資料出所：日本銀行「全国短期経済観測調査」
（注）雇用人員判断DI=「過剰」－「不足」、2010 年 1-3 月は予測

図表３　全国企業短観雇用人員判断DI

図表４　雇用調整実施事業所割合

資料出所：厚生労働省「労働経済動向調査」
（注）2010 年 1-3 月、4-6 月は予定。

図表２　実質GDP成長率とその寄与度

資料出所：内閣府「国民経済計算」
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解
雇
」
も
二
〇
〇
八
年
一
〇―

一
二
月
〜
二

〇
〇
九
年
前
半
に
特
に
多
く
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、「
賃
金
等
労
働
費
用
の
削
減
」
も
目

立
っ
て
い
る
。
な
お
、「
希
望
退
職
の
募
集
・

解
雇
」
の
割
合
も
過
去
同
様
に
高
ま
っ
て
お

り
、
正
社
員
も
含
め
雇
用
調
整
の
影
響
が
及

ん
で
い
る
（
図
表
６
）。

　

賃
金
に
つ
い
て
は
、
デ
フ
レ
、
グ
ロ
ー
バ

ル
競
争
の
激
化
等
の
中
で
企
業
の
人
件
費
抑

制
ス
タ
ン
ス
が
強
い
中
、
一
九
九
八
年
以
降

二
〇
〇
四
年
ま
で
減
少
傾
向
で
推
移
し
、
二

〇
〇
五
、
二
〇
〇
六
年
と
増
加
し
た
も
の
の
、

二
〇
〇
七
年
以
降
減
少
と
な
っ
て
い
る
。
二

〇
〇
九
年
は
三
・
八
％
減
少
（
規
模
五
人
以

上
）
と
過
去
最
大
の
減
少
（
長
期
時
系
列
の

と
れ
る
三
〇
人
以
上
規
模
で
も
四
・
八
％
減

と
過
去
最
大
の
減
少
）
を
記
録
し
た
。
賃
金

の
変
動
要
因
を
み
る
と
、
賃
金
水
準
の
低
い

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
割
合
の
上
昇
効
果
が

一
貫
し
て
減
少
に
寄
与
し
て
い
る
が
、
二
〇

〇
九
年
は
一

般
労
働
者
の

賃
金
が
大
幅

に
減
少
し
た

他
、
パ
ー
ト

タ
イ
ム
労
働

者
の
賃
金
減

少
寄
与
も
集

計
可
能
な
一
九
九
四
年
以
降
で
最
大
と
な
っ

て
い
る
（
図
表
７
）。
労
働
時
間
も
二
〇
〇

九
年
は
所
定
外
労
働
時
間
、
所
定
内
労
働
時

間
と
も
減
少
し
、
産
業
計
規
模
三
〇
人
以
上

で
三
・
一
％
減
少
し
、
一
九
七
四
年
（
三
・

五
％
）
に
次
ぐ
減
少
幅
を
記
録
し
た
。
ま
た
、

「
労
働
力
調
査
」
の
休
業
者
非
農
林
業
（
雇

用
者
）
も
二
〇
〇
九
年
九
七
万
人
前
年
差
一

三
万
人
増
と
大
幅
増
と
な
っ
た
。

　

以
上
の
よ
う
な
経
済
全
体
の
収
縮
や
雇
用

調
整
の
状
況
等
を
反
映
し
、
二
〇
〇
九
年
は

正
社
員
、
非
正
社
員
と
も
に
減
少
と
な
っ
た
。

非
正
社
員
の
減
少
は
一
九
九
四
年
以
来
で
あ

り
、
非
正
社
員
で
は
派
遣
労
働
者
が
大
き
く

減
少
し
て
い
る
の
が
目
立
つ
（
図
表
８
）。

派
遣
労
働
者
は
事
務
と
生
産
工
程
・
労
務
に

集
中
し
て
お
り
、
生
産
工
程
・
労
務
で
の
減

少
が
影
響
し
て
い
る
。
過
去
一
年
間
に
離
職

し
た
失
業
者
（
求
職
理
由
が
仕
事
を
辞
め
た

た
め
）
は
二
〇
〇
九
年
は
正
社
員
が
八
〇
万

人
前
年
差
二
二
万
人
増
、
非
正
社
員
七
一
万

人
二
三
万
人
増
（
う
ち
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ

ト
四
二
万
人
九
万
人
増
、
派
遣
労
働
者
二
四

万
人
一
三
万
人
増
）
と
か
な
り
増
加
し
て
い

る
。
雇
用
形
態
別
の
失
業
率
の
代
理
指
標
と

図表６　雇用調整の実施方法（調査産業計）

年　　期

雇
用
調
整
実
施
事
業
所

割
合
計

雇用調整の方法（複数回答） その他の調整（複数回答）

残
業
規
制

休
日
の
振
替
、
夏
季

休
暇
等
の
休
日
・
休

暇
の
増
加

臨
時
・
季
節
・
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
の

再
契
約
停
止
・
解
雇

中
途
採
用
の
削
減
・

停
止

配
置
転
換

出
向

一
時
休
業
（
一
時
帰

休
）

希
望
退
職
者
の
募

集
・
解
雇

実
施
し
て
い
な
い
ま

た
は
予
定
が
な
い

小
計

操
業
時
間
・
日
数
の

短
縮

賃
金
等
労
働
費
用
の

削
減

下
請
・
外
注
の
削
減

派
遣
労
働
者
の
削
減

第 1次石油危機後 1975 1-3 67 45 注 1) 18 40 注 2)20 17 6 33 －
円高不況期 1986 1-3 29 19 3 4 9 8 7 3 2 71 12 3 5 7
バブル崩壊期 1993 1-3 41 31 7 5 17 11 7 2 1 59 15 5 3 9
金融危機後 1999 1-3 34 19 4 5 9 10 7 3 5 66 15 4 6 8
IT バブル崩壊 2002 1-3 31 16 4 5 5 10 5 3 7 69 14 4 8 7

2007 1-3 12 6 2 1 1 3 2 0 1 88 4 1 1 2
4-6 13 6 3 1 1 5 2 0 1 87 5 1 2 2
7-9 11 5 3 1 1 4 1 0 1 89 4 1 1 2
10-12 11 5 2 1 1 4 1 0 1 89 5 1 1 1 2

2008 1-3 13 6 2 1 1 5 2 0 2 87 6 1 1 1 3
4-6 14 6 2 1 1 4 2 0 1 86 7 1 1 1 4
7-9 16 8 3 2 2 4 2 0 1 84 9 2 2 2 5
10-12 35 21 7 6 9 11 4 2 3 65 21 7 4 5 12

2009 1-3 47 30 8 12 13 14 4 13 5 53 30 12 10 8 17
4-6 49 29 9 7 13 15 5 14 3 51 28 9 13 7 11
7-9 45 26 8 5 12 13 5 11 3 55 22 7 11 5 8
10-12 43 26 9 4 12 13 5 10 3 57 22 7 10 5 8

2010 1-3 予定 43 26 8 4 12 12 4 8 1 57 21 6 9 5 7
4-6 予定 38 24 6 3 10 11 4 6 1 62 17 5 7 5 6

資料出所：厚生労働省「労働経済動向調査」
（注 1）　1975 年 1-3 月は「休日の振替」6、「週休二日制の新規導入又は改定」4、「夏季年末年始等の休日の増加」4となっている。
（注 2）　「配置転換」「出向」は「配置転換・出向」
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図表５　生産、所定外労働時間、新規求人数、雇用者数の推移

資料出所： 総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」「毎月勤労統計調査」、
経済産業省「鉱工業指数」
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（注）規模 5人以上、産業計 
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し
て
雇
用
者
に
占
め
る
過
去
一
年
間
に
離
職

し
た
失
業
者
の
比
率
を
み
る
と
、
派
遣
労
働

者
は
雇
用
者
数
が
少
な
い
た
め
（
二
〇
〇
九

年
で
一
〇
八
万
人
）、
同
比
率
は
二
〇
〇
八

年
の
七
・
九
％
か
ら
二
〇
〇
九
年
二
二
・
二
％

へ
と
急
上
昇
し
て
い
る
（
図
表
９
）。
正
規

労
働
者
の
み
な
ら
ず
、
非
正
規
労
働
者
の
失

業
対
策
・
雇
用
対
策
も
喫
緊
の
課
題
と
い
え

よ
う
。

　

な
お
、
労
働
市
場
の
環
境
変
化
や
非
正
規

雇
用
の
増
加
等
か
ら
生
産
変
動
に
対
す
る
雇

用
の
調
整
の
速
度
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
失
業
率
が
景
気
循
環

（
経
済
成
長
率
）
に
よ
り
感
応
的
に
な
っ
て

い
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
今
回

景
気
後
退
局
面
に
つ
い
て
み
て
い
る
こ
と
も

あ
り
、
連
鎖
方
式
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
利
用
可

能
な
一
九
八
〇
年
以
降
の
景
気
循
環
（
山
〜

谷
〜
山
の
期
間
）
に
つ
い
て
簡
単
な
雇
用
調

整
関
数
と
オ
ー
ク
ン
係
数（
１
）の
計
測
に
よ

り
、
確
認
を
し
て
み
る
。
な
お
、
二
〇
〇
七

年
第
４
四
半
期
以
降
の
今
回
局
面
は
推
計
期

間
数
が
少
な
い
の
で
、
前
回
景
気
循
環
の
期

間
に
推
計
期
間
を
延
長
し
て
計
算
を
行
う
。

推
定
期
間
の
設
定
や
各
局
面
で
期
間
数
に
差

が
あ
る
等
、
結
果
に
つ
い
て
、
留
意
す
る
必

要
が
あ
る
。
お
お
ま
な
か
傾
向
と
し
て
、
雇

用
調
整
速
度
は
一
九
八
〇
年
代
頃
に
比
べ
れ

ば
、や
や
高
ま
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
り
、オ
ー

ク
ン
係
数
も
九
〇
年
代
末
以
降
は
そ
れ
以
前

よ
り
小
さ
く
な
っ
て
お
り
、
経
済
成
長
率
と

の
感
応
度
が
や
や
高
ま
っ
て
い
る
よ
う
で
あ

る
（
図
表
10
）。
し
か
し
な
が
ら
、
雇
用
調

整
の
方
法
等
も
み
て
も
雇
用
調
整
速
度
の
試

算
結
果
か
ら
鑑
み
る
と
、
企
業
の
雇
用
行
動

（
雇
用
維
持
努
力
）
に
大
き
な
変
化
は
生
じ

て
い
な
い
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

　

雇
用
者
数
は
二
〇
〇
九
年
大
幅
に
減
少
し

た
が
、
業
種
間
で
差
が
大
き
い
。
製
造
業
で

六
二
万
人
減
と
大
幅
に
減
少
し
た
ほ
か
、

サ
ー
ビ
ス
業
（
主
に
職
業
紹
介
・
労
働
者
派

遣
業
の
減
少
）、
建
設
業
等
で
減
少
が
大
き

い
が
、
医
療
・
福
祉
が
二
三
万
人
増
と
堅
調

な
増
加
が
続
い
て
い
る
ほ
か
、
運
輸
・
郵
便

業
、
サ
ー
ビ
ス
関
連
業
種
、
農
業
、
林
業
等

で
増
加
し
て
い
る
（
図
表
11
）。
職
業
に
つ

い
て
も
二
〇
〇
九
年
は
、
生
産
工
程
・
労
務

作
業
者
で
八
八
万
人
減
と
大
き
く
減
少
し
て

い
る
一
方
、
専
門
的
・
技
術
的
職
業
従
事
者

（
一
八
万
人
増
）、サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者（
一

二
万
人
増
）
は
雇
用
の
増
加
が
続
い
て
い
る
。

産
業
、
職
業
で
雇
用
動
向
に
バ
ラ
ツ
キ
が
み

ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
地
域
、
年
齢
、
職
業
に

つ
い
て
ミ
ス
マ
ッ
チ
指
標
に
よ
り
、
ミ
ス

マ
ッ
チ
の
状
況
を
み
た
。
二
〇
〇
二
年
か
ら

の
景
気
拡
大
期
で
は
、
地
域
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

が
拡
大
、
外
需
、
機
械
関
連
等
製
造
業
が
好

調
な
地
域
と
そ
れ
以
外
の
地
方
圏
の
差
が
み

ら
れ
た
。

　

し
か
し
、
今
回
の
景
気
後
退
期
は
、
特
に

こ
れ
ま
で
堅
調
で
あ
っ
た
製
造
業
集
積
地
域

で
生
産
・
求
人
が
大
き
く
減
少
、
雇
用
情
勢

が
大
き
く
悪
化
し
、
地
域
間
の
求
人
倍
率
等

の
差
異
が
小
さ
く
な
っ
た
。
こ
の
結
果
、
二
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図表８　雇用形態別雇用者数の増減（前年差）

資料出所　 総務省統計局「労働力調査特別調査」（1985 ～ 2001 年、各年 2月）「労働力調査 ( 詳細集計）」
（2002 年～）

（注）1． 2002 年の前年差は「労働力調査特別調査」2001 年 2 月と「労働力調査 ( 詳細集計）」2002 年
1-3 月との比較

        2003 年以降の前年差は「労働力調査 ( 詳細集計 )」の年平均での比較
（注）2． 派遣社員は労働者派遣事業所の派遣社員、2000 年から調査。
（注）3． 2002 年にパート・アルバイトが減少し、契約社員・嘱託・その他が大きく増加している理由と

して、「労働力調査 ( 詳細集計）」の調査票の選択肢が 2001 年以前の「労働力調査特別調査」の
調査票の選択肢と異なることが影響している可能性がある。

図表10　オークン係数、雇用調整速度の試算
オークン係数 雇用調整速度

1980 Ⅰ～ 1985 Ⅱ 17.9 0.11
1985 Ⅱ～ 1991 Ⅰ 11.1 0.15
1991 Ⅰ～ 1997 Ⅱ 16.8 0.27
1997 Ⅱ～ 2000 Ⅳ 6.2 0.08
2000 Ⅳ～ 2007 Ⅳ 3.8 0.19
2000 Ⅳ～ 2009 Ⅳ 5.9 0.23

資料出所　総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
　　　　　内閣府「国民経済計算」、日本銀行「企業物価指数」より試算
（注） オークン係数は ln（100 －失業率）=a+bln 実質 GDP+c タイムトレンドの推計式

より計算（1/b の値）
　　　 雇用調整速度は ln 雇用者数 =a+bln 実質 GDP ＋ cIn 実質賃金＋ dln 雇用者数 -1

の推計式より計算（1-d の値）
　　　データは四半期季節調整値（国内企業物価を除く）
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めたため」のみ）及びこの離職失業者数を調査時点の雇用形態別雇用者数で割っ
たもの。「その他」は「契約社員・嘱託」も含む。

雇用形態別過去１年間に
離職した完全失業者数

図表９
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〇
〇
九
年
の
地
域
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
指
標
は
過

去
最
低
と
な
っ
た
。
年
齢
の
ば
ら
つ
き
は
、

募
集
・
採
用
の
年
齢
差
別
禁
止
の
義
務
化
等

も
あ
り
バ
ラ
ツ
キ
が
低
下
し
て
い
た
が
二
〇

〇
九
年
は
や
や
拡
大
し
た
。
こ
う
し
た
中
で

職
種
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
こ
の
と
こ
ろ
拡
大
し

て
い
る
（
図
表
12
）。
職
種
別
の
有
効
求
人

倍
率
は
、
医
療
福
祉
等
専
門
的
・
技
術
的
職

業
、
サ
ー
ビ
ス
職
業
、
保
安
で
は
二
〇
〇
九

年
で
も
一
倍
を
超
え
て
い
る
一
方
、
他
方
、

管
理
、
事
務
や
生
産
減
少
の
影
響
を
受
け
た

生
産
工
程
・
労
務
等
で
は
低
水
準
と
な
っ
て

い
る
。

　

次
に
失
業
者
の
増
加
の
背
景
等
を
み
る
こ

と
と
す
る
。
フ
ロ
ー
デ
ー
タ
に
よ
り
、
失
業

率
の
変
動
に
つ
い
て
、
失
業
頻
度
（
一
カ
月

の
失
業
発
生
件
数
／
労
働
力
人
口
、
こ
こ
で

は
就
業
か
ら
の
失
業
頻
度
と
非
労
働
力
か
ら

の
失
業
頻
度
に
細
分
）、失
業
継
続
期
間
（
失

業
状
態
の
発
生
か
ら
終
了
ま
で
の
平
均
月

数
）
の
要
因（
２
）に
分
解
す
る
と
、
総
じ
て

失
業
頻
度
の
変
動
の
寄
与
が
大
き
い
が
、
失

業
継
続
期
間
の
寄
与
も
高
ま
っ
て
い
る
。
二

〇
〇
九
年
は
、失
業
頻
度
が
一
・
二
四
％
（
前

年
差
〇
・
一
一
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
、
う
ち
就

業
か
ら
の
失
業
頻
度
〇
・
六
八
％
〈
同
〇
・

〇
七
ポ
イ
ン
ト
上
昇
〉、
非
労
働
力
か
ら
の

失
業
頻
度
〇
・
五
六
％
〈
同
〇
・
〇
四
ポ
イ

ン
ト
上
昇
〉）、
失
業
継
続
期
間
が
四
・
三
八

カ
月
（
前
年
差
〇
・
六
七
カ
月
上
昇
）
と
な
っ

て
お
り
、
失
業
頻
度
、
失
業
継
続
期
間
が
と

も
に
失
業
率
上
昇
に
寄
与
し
、
特
に
失
業
継

続
期
間
が
七
五
年
以
降
で
最
大
の
増
加
寄
与

と
な
っ
て
お
り
、
失
業
継
続
期
間
が
大
幅
に

長
期
化
し
て
い
る
の
が
今
回
の
特
徴
で
あ
る
。

逆
に
い
え
ば
、
失
業
か
ら
の
流
出
率
が
大
幅

に
低
下
し
て
い
る
。

　

景
気
悪
化
で
就
業
者
（
主
に
男
性
）、
学

卒
を
含
む
非
労
働
力
人
口
か
ら
失
業
に
な
る

者
が
大
き
く
増
加
す
る
一
方
で
、
失
業
者
か

ら
の
就
業
へ
の
流
出
率
が
低
下
、
雇
用
需
要

の
低
迷
や
ミ
ス
マ
ッ
チ
等
で
再
就
職
が
困
難

化
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る（
図
表
13
）。
な
お
、

図
に
示
し
て
い
な
い
が
失
業
か
ら
非
労
働
力

人
口
へ
の
流
出
率
も
低
下
し
て
お
り
、
失
業

の
長
期
化
に
寄
与
し
て
い
る
。

　

完
全
失
業
者
の
う
ち
長
期
失
業
者
（
失
業

期
間
が
一
年
以
上
の
完
全
失
業
者
）
は
、
率
、

完
全
失
業
者
に
占
め
る
割
合
と
も
に
九
〇
年

代
末
か
ら
二
〇
〇
〇
年
代
初
め
に
大
き
く
高

ま
り
、
そ
の
後
も
高
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

ミ
ス
マ
ッ
チ
等
構
造
的
失
業
が
な
か
な
か
解

消
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
う
か
が
わ
せ
る

（
図
表
14
）。

　

完
全
失
業
者
の
変
動
に
つ
い
て
、「
仕
事
に

つ
け
な
い
理
由
」
か
ら
需
要
不
足
や
ミ
ス

マ
ッ
チ
等
の
状
況
を
う
か
が
う
こ
と
も
で
き

る
。「
賃
金
・
給
料
が
希
望
と
あ
わ
な
い
」「
勤

務
時
間
・
休
日
が
希
望
と
あ
わ
な
い
」「
求
人

の
年
齢
が
自
分
の
年
齢
と
あ
わ
な
い
」「
自
分

の
技
術
や
技
能
が
求
人
の
要
件
に
み
た
な

い
」
と
い
っ
た
ミ
ス
マ
ッ
チ
に
相
当
す
る
失

業
、「
条
件
に
こ
だ
わ
ら
な
い
が
仕
事
が
な

図表11　主要産業別雇用者数増減
（単位　万人）

2008 年 2009 年
全産業 1 -64
農業，林業 1 4
非農林業 0 -68
建設業 -12 -15
製造業 -14 -62
電気・ガス・熱供給・水道業 -1 2
情報通信業 -3 3
運輸業，郵便業 12 6
卸売業，小売業 -4 -6
金融業，保険業 10 2
不動産業，物品賃貸業 -1 -1
学術研究，専門・技術サービス業 1 -2
宿泊業，飲食サービス業 0 7
生活関連サービス業，娯楽業 4 4
教育，学習支援業 4 3
医療，福祉 18 23
複合サービス事業 -14 -5
サービス業（他に分類されないもの） 9 -22
うち職業紹介・労働者派遣業 2 -18

公務（他に分類されるものを除く） -4 -1
資料出所：総務省統計局「労働力調査」
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図表12　ミスマッチ指標の推移

資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」（労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計 2009」を参考）
（注1）　 ミスマッチ指標＝ 1/2 Σ｜ Ui/U － Vi/V ｜ Ui：区分 i の求職者数、U：求職者総数、Vi：区分 i の求人数、V：

求人総数
（注2）　 指標の区分によりミスマッチ指標の大きさが異なるため、各ミスマッチの水準を相互に比較することはできない。
　　　　 年齢は5歳階級（両端は 19 歳以下、65 歳以上）の常用有効各年 10 月、職業は職業大分類、各年 8月、地域は

都道府県、有効ベース、年平均である。
（注3）　 2006年より年齢別求人は、「求人数均等配分方式」から「就職機会積上げ方式」に変更になったため、前年まで

の数値の比較には注意を要する。
（注4）　年齢の 2005 年の「就職機会積上げ方式」と 2006 年以降の「求人数均等配分方式」は参考値である。
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図表13　フローデータによる完全失業率の前年差の変動要因

資料出所：総務省統計局「労働力調査」より試算
（注）失業頻度＝ 1か月の失業発生数 /労働力人口、失業継続期間＝失業状態からの発生か
ら終了までの平均月数
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い
」
と
い
う
需
要
不
足
に
相
当
す
る
失
業
と

み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
他
方
、「
希
望
す
る

種
類
・
内
容
の
仕
事
が
な
い
」
は
ミ
ス
マ
ッ

チ
・
需
要
不
足
両
面
を
含
む
失
業
と
解
釈
で

き
る
。な
お
、仕
事
に
つ
け
な
い
理
由
は
、「
求

人
の
年
齢
が
自
分
の
年
齢
と
あ
わ
な
い
」
は

高
齢
者
で
多
く
、「
勤
務
時
間
・
休
日
が
希
望

と
あ
わ
な
い
」
は
女
性
で
多
い
等
、
性
、
年

齢
等
で
理
由
内
容
に
特
徴
が
あ
る
。

　

ミ
ス
マ
ッ
チ
に
相
当
す
る
失
業
の
う
ち
、

「
賃
金
・
給
料
が
希
望
と
あ
わ
な
い
」「
勤
務

時
間
・
休
日
が
希
望
と
あ
わ
な
い
」
と
い
う

労
働
条
件
が
希
望
と
合
わ
な
い
失
業
は
、
他

の
理
由
と
比
べ
、
あ
ま
り
大
き
く
変
動
は
し

て
い
な
い
。「
賃
金
・
給
料
が
希
望
と
あ
わ

な
い
」
は
二
〇
〇
〇
年
代
前
半
二
六
万
人
前

後
、
二
〇
〇
〇
年
代
後
半
二
〇
万
人
強
に
低

下
し
、「
勤
務
時
間
・
休
日
が
希
望
と
あ
わ
な

い
」
は
二
〇
〇
〇
年
代
前
半
二
二
万
人
前
後

が
二
〇
〇
〇
年
代
後
半
二
七
万
人
〜
三
〇
万

人
に
増
加
し
て
い
る
。
両
方
あ
わ
せ
五
〇
万

人
前
後
で
推
移
し
て
い
る
。

　
「
求
人
の
年
齢
が
自
分
の
年
齢
と
あ
わ
な

い
」
失
業
は
、
長
期
の
景
気
の
拡
大
や
高
齢

者
対
策
の
推
進
も
あ
り
、
二
〇

〇
二
年
の
七
九
万
人
か
ら
二
〇

〇
八
年
の
四
三
万
人
と
大
き
く

減
少
し
た
が
、
二
〇
〇
九
年
は

五
六
万
人
と
増
加
し
て
い
る
。

「
自
分
の
技
術
や
技
能
が
求
人

の
要
件
に
み
た
な
い
」
も
二
〇

〇
八
年
頃
ま
で
は
緩
や
か
に
減

少
し
て
い
た
が
、
二
〇
〇
九
年

は
二
三
万
人
に
増
加
し
て
い
る
。

「
希
望
す
る
種
類
・
内
容
の
仕

事
が
な
い
」
は
、
最
も
多
い
理

由
で
あ
り
、
失
業
者
に
占
め
る

割
合
は
三
割
で
安
定
し
て
い
る
。

二
〇
〇
〇
年
代
前
半
一
〇
〇
万

人
超
と
な
っ
て
い
た
が
、
長
期

の
景
気
拡
大
の
中
で
、
二
〇
〇

七
年
に
は
七
八
万
人
ま
で
低
下
、

二
〇
〇
九
年
は
一
〇
四
万
人
と

急
増
し
て
い
る
。「
条
件
に
こ

だ
わ
ら
な
い
が
仕
事
が
な
い
」

図表14　長期失業率の推移

図表15　仕事につけない理由別完全失業者数
（万人）

計
「仕事が
あわな
い」

労働条件
が希望と
あわない

賃金・給
料が希望
とあわな
い

勤務時
間・休日
が希望と
あわない

求人の年
齢が自分
の年齢と
あわない

自分の技
術や技能
が求人の
要件に満
たない

自分の知
識や技能
をいかせ
る仕事が
ない

自分の技
術や技能
にあう仕
事がない

「仕事が
ない」

希望する
種類・内
容の仕事
がない

希望する
種類の仕
事がない

希望する
かたちの
仕事がな
い

条件にこ
だわらな
いが仕事
がない

その他 近くに仕
事がない その他

1999 年 2 月 313 146 48 26 22 71 27 19 8 123 90 59 31 33 43 11 32
1999 年 8 月 320 149 48 26 22 69 32 17 15 113 73 48 25 40 53 14 39
2000 年 2 月 327 141 48 26 22 67 26 18 8 132 94 67 27 38 52 14 38
2000 年 8 月 310 140 46 21 25 70 24 15 9 108 66 49 17 42 61 18 43
2001 年 2 月 318 140 47 25 22 69 24 17 7 125 93 66 27 32 50 12 38
2001 年 8 月 336 151 56 27 29 79 16 132 100 32 42
2002 年 359 157 55 28 27 79 23 143 106 37 47
2003 年 350 151 51 24 27 78 22 147 109 38 49
2004 年 313 139 48 21 27 71 20 128 97 31 45
2005 年 294 127 47 20 27 60 20 115 91 24 49
2006 年 275 117 47 21 26 52 18 107 86 21 49
2007 年 257 110 46 22 24 48 16 98 78 20 45
2008 年 265 108 50 21 29 43 15 105 81 24 48
2009 年 336 130 51 21 30 56 23 150 104 46 52

資料出所：総務省統計局「労働力調査特別調査」（1999 年～ 2001 年）、「労働力調査（詳細結果）」（2002 ～ 2009 年、年平均）
　（注）1．「つけない理由」の選択肢は、2001 年 2 月調査以前と 2001 年 8 月調査以降では一部変更となった。
　（注）2．玄田有史・近藤絢子（2003）「構造的失業とは何か」「日本労働研究雑誌」No.516.2003 年 7 月号を参考にした。
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資料出所：総務省統計局「労働力調査」、「労働力調査特別調査」（1977 ～ 2001 年、各年 2月）
　　　　　「労働力調査（詳細集計）」（2002 年～、年平均）
（注）1．長期失業率＝失業期間1年以上の完全失業者／労働力人口、
　　 2．長期失業者割合＝完全失業者（失業期間不詳除く）に占める失業者期間 1年以上の者の割合



特集―現下の雇用・失業問題とその対策

Business Labor Trend 2010.4

24

は
、
長
期
の
景
気
拡
大
の
中
で
、
二
〇
〇
〇

年
初
の
約
四
〇
万
が
二
〇
〇
七
年
は
二
〇
万

人
と
半
減
し
た
が
、
二
〇
〇
九
年
は
四
六
万

人
と
急
増
し
て
い
る
。
な
お
、
上
記
以
外
の

理
由
で
あ
る
「
そ
の
他
」
の
失
業
に
つ
い
て

も
、
他
の
理
由
と
比
べ
、
あ
ま
り
大
き
く
変

動
は
せ
ず
、
総
じ
て
言
え
ば
五
〇
万
人
前
後

で
推
移
し
て
い
る
（
図
表
15
）。

　

年
齢
や
技
能
、
希
望
す
る
種
類
の
仕
事
と

い
う
要
件
が
あ
わ
な
い
失
業
は
、
適
切
な
雇

用
施
策
が
重
要
で
あ
る
が
、
景
気
・
雇
用
情

勢
の
影
響
も
受
け
る
。
そ
う
い
う
点
か
ら
も

マ
ク
ロ
経
済
対
策
は
重
要
と
い
え
る
。

　

次
に
、
完
全
失
業
率
の
変
動
に
つ
い
て
、

構
造
的
・
摩
擦
的
失
業
率
と
需
要
不
足
失
業

率
の
動
き
を
み
る
と
、
今
回
の
完
全
失
業
率

の
急
上
昇
は
主
に
需
要
不
足
失
業
の
増
大
に

よ
る
も
の
で
あ
る
。
二
〇
〇
九
年
の
需
要
不

足
失
業
は
一
％
台
後
半
か
ら
二
％
弱
と
過
去

最
高
と
な
っ
て
い
る
。
他
方
で
、
構
造
的
・

摩
擦
的
失
業
も
三
％
台
前
半
で
二
〇
〇
〇
年

代
以
前
に
比
べ
、
高
水
準
で
推
移
し
て
い
る

（
図
表
16
）。
ミ
ス
マ
ッ
チ
対
策
、
構
造
対

策
と
マ
ク
ロ
経
済
対
策
の
双
方
が
求
め
ら
れ

る
。
雇
用
需
要
創
出
策
も
重
要
で
あ
る
。

　

な
お
、
雇
用
・
失
業
の
動
向
を
み
る
際
、

失
業
者
だ
け
で
な
く
、
潜
在
的
な
失
業
層
に

つ
い
て
も
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。「
労
働

力
調
査(

詳
細
集
計
）」
で
い
わ
ゆ
る
「
求

職
意
欲
喪
失
者
」（
３
）は
、
二
〇
〇
九
年
平
均

で
四
二
万
人
で
前
年
差
七
万
人
増
と
六
年
ぶ

り
に
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

　

最
後
に
、
雇
用
・
失
業
情
勢
が
厳
し
い
中

で
、
雇
用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
対
策
が
重

要
で
あ
る
。
雇
用
保
険
受
給
者
実
人
数
を
み

る
と
、
二
〇
〇
九
年
は
、
雇
用
・
失
業
情
勢

の
悪
化
を
受
け
急
増
し
て
い
る
。
他
方
、
失

業
者
や
離
職
失
業
者
数
に
対
す
る
比
率
は
長

期
的
に
低
下
し
、
二
〇
〇
九
年
に
は
高
ま
っ

た
が
（
二
〇
〇
九
年
の
雇
用
保
険
法
改
正
の

効
果
も
考
え
ら
れ
る
）、失
業
者
の
四
分
の
一
、

離
職
失
業
者
の
三
分
の
一
と
な
っ
て
い
る

（
図
表
17
）。
こ
の
比
率
の
低
下
は
、
失
業

者
の
中
で
の
雇
用
保
険
の
非
対
象
者
（
非
労

働
力
か
ら
の
失
業
も
含
む
）
や
長
期
失
業
者

の
増
加
等
の
他
、
こ
の
間
の
雇
用
保
険
制
度

の
改
正
（
モ
ラ
ー
ル
ハ
ザ
ー
ド
阻
止
等
）
も

影
響
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。
雇
用
の
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
整
備
の
た
め
、
雇
用
保
険
制

度
の
み
な
ら
ず
総
合
的
な
対
策
が
望
ま
れ
る
。

〔
注
〕

１
．
オ
ー
ク
ン
係
数
と
は
実
質
国
民
所
得
の
変
化
率
（
成

長
率
）
の
失
業
率
の
変
化
幅
に
対
す
る
比
率
を
示
す
。

推
計
時
期
に
よ
り
大
き
く
変
動
す
る
点
注
意
が
必
要
で

あ
る
。

２
．
定
常
状
態
の
失
業
率
＝
失
業
頻
度
×
失
業
継
続
期
間

の
関
係
に
あ
る
。

３
．
非
労
働
力
人
口
の
う
ち
就
業
を
希
望
し
な
が
ら
、
適

当
な
仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い
た
め
求
職
活
動
を
し
な

か
っ
た
者
で
仕
事
が
あ
れ
ば
す
ぐ
つ
く
こ
と
が
で
き
過

去
一
年
間
に
求
職
活
動
が
あ
る
者
を
「
求
職
意
欲
喪
失

者
」
と
し
た
。

図表16　構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率の推移

資料出所：労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計－労働統計活用指標集－ 2010」を基に試算
　（注）　四半期、季節調整値。需要不足失業率＝完全失業率－構造的・摩擦的失業率で算出。
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図表17　雇用保険受給者実人員の推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業統計」
（注）失業者（離職失業者）に対する割合は、雇用保険受給者実人数を完全失業者数
（求職理由が離職である完全失業者数）で割って求めた。
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